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(人)

令和2年4月1日現在 教授 准教授 講師 助教 合計

短大から移行 6 5 9 5（3）

4

25

選考済 4 0 0 0

合計 13 7 11 6 37

公募・選考中 3 2 2 1 8

大学設置認可申請に向けた検討状況について（大学教育・施設整備等）

２．教員の配置状況について

(1) 大学設置の目的及び教育理念

現在、短大から移行する教員数、公募により選考済の教員数、現在公募・選考中の教員数は次のとおり

見込んでいる。なお、大学設置認可基準にある教授１０人以上の確保は達成している。

①職位ごとの定数については、大学設置基

準や教員の応募状況を踏まえ、検討する。

②短大から移行が困難な助教３人は、助手

として授業実施支援、大学運営、研究活

動など助教に準じた業務を担うことは可

能で、大学開学後にその間に積んだ業績

で助教に申請することが出来る。

資料１

(2) 教育目標

４．主な施設改修・整備について

３．ＩＣＴ教育について

○大学設置の目的：本学は、これまで培ってきた実績をもとに、高度な知識及び技術について教授、研究を

行ない、地域社会の保健医療福祉の向上に寄与しうる有能な人材を育成することを目的とする。

○教育理念：本学は、地域住民との協力体制を構築し、社会資源を活用した教育を行うことにより、社会で

生活する人々に対する理解を深め、地域社会における健康と福祉の向上に貢献できる人材を育成する。

１）幅広い教養と豊かな人間性を持った看護職者の育成

２）他者や多職種と協働できる看護職者の育成

３）高い倫理性をもってケアできる看護職者の育成

４）科学的根拠と論理的思考に基づいて実践できる力を有した看護職者の育成

５）地域社会に貢献する意欲と能力を持ち、地域包括ケアを実践、発展できる看護職者の育成

(4) ３つのポリシー

①ディプローマ・ポリシー（学位授与の方針）

１）社会人基礎力を有する人材

２）他者や多職種と協働して実践できる能力を持つ人材

３）高い倫理性と科学的根拠に基づいた判断力を持ち、看護を実践できる人材

４）専門職としての基礎力を持つ人材

５）地域社会に貢献したいという意欲をもち、地域包括ケアを担う知識と技術を持つ人材

②カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）

１）アクティブラーニング等の学習機会を提供する。

２）ＩＣＴ、シミュレーション教育等の教育方法を活用する。

３）人々の生活や地域包括ケアシステム等の理解を深めるために川崎市の社会資源を活用する。

４）川崎市の保健・医療・福祉・生活に関する統計情報等を活用する

５）災害医療・看護、高度医療、国際看護学等の科目を設ける。

６）地域住民と相互に協力する機会を設け、サービスラーニングを科目に位置付ける。

③アドミッションポリシー（入学者受け入れの方針）

「基礎学力」、「倫理性・人の生活への関心」、「自律と努力」、「コミュニケーションと協調」、

「地域愛と活動力」を備え持っている人

１．大学の設置の趣旨について（要約）

(3) 育成したい人材像

地域包括ケアの発展に資する人材

人に寄り添える豊かな

人間性を持った人材

生命をいつくしみ、

高い倫理性を持った人材

先見性、柔軟性、創造性を備え

協働する力を持った人材

エビデンスに基づいて思考し、

看護を実践できる人材

新たな４年制大学においては、タブレット等を活用した講義・演習を実施し、看護の基礎的知識や実践力

の育成・向上に向けＩＣＴ化を図る。

（1）方向性

（１）タブレット等の導入手法の検討

タブレット等の導入にあたっては、講義等の活用において、全ての学生が同じ環境で学ぶことができること

や、混乱なく円滑に講義を進めるために、端末機種を統一する必要がある。このため、機種の選定にあたり、

学生の金額負担が大きくならないよう導入手法について検討を進める。

（２）無線ネットワーク環境の整備

タブレット等を活用した講義等を実施していくため、学内で授業用に活用できる無線アクセスポイントの設

置を行うため、必要な箇所を検討し、令和３年度の設置に向けた取組を推進する。

（３）導入するシステム等の検討

大学におけるＩＣＴ教育が進められており、様々なツールが存在するため、本市セキュリティ基準や費用対

効果等を考慮しながら、効率的・効果的な学習や研究をサポートするシステムの導入を検討していく。

○検討事例：様々な病態を反映する模擬患者ロボットを活用したシミュレーション教育の実施

アプリや映像コンテンツ等を活用した国家試験対策の実施

デジタル教科書の導入による教員の効果的な授業実施や学生の学習環境の整備

統計処理ソフトの導入による教員・学生の研究支援

（3）今後の取組

これら改修内容をもとに、

令和２年度に実施設計委託、

令和３年度に改修工事実施

新たな４年制大学において教員と学生が増加することから、開学に向けて設計・工事を伴う施設改修や

備品調達等による施設整備を行う。

＜教員の増加に伴う改修＞

① 研究スペースの増設
大学開学時において、教授13名、准教授・講師の計18名の配置を

予定していることから、研究室の不足が見込まれる。このため、

稼働率の低い小講義室等を有効活用して研究スペースを増設する。

＜学生の増加に伴う改修・整備＞

② 大講義室の拡張
１学年定員の増（80名→100名）に伴い、大講義室の１つについ

て、隣接する部屋の壁を撤去して拡張
③ 実習室内のレイアウト変更

基礎看護実習室内のベッド・カーテンレールの再配置のための

レイアウト変更を行う。

④ その他の整備

学生数の増加に伴い、学生用更衣ロッカーや情報処理学習室に

おける学習用端末の増設等を行う。

＜学校生活環境の充実に向けた整備＞
⑤ 大講義室におけるグループ学習をより活発化するために可動式の

机・椅子を導入
⑥ 図書館等でグループ学習ができるようホワイトボード等の導入を

検討（ラーニング・コモンズの整備）
⑦ その他フリースペースにおける昼食時の活用やラーニング・コモ

ンズの整備に向けた備品の再配置を検討

財政コストを踏まえつつ、

可能なかぎり充実した

環境整備を推進

（2）新型コロナウィルス対策

現在､短期大学において学生が通学せずに授業を実施し､看護師国

家試験を受験するための単位認定をするために､授業や課題をオン

ラインで配信し､学生に学習してもらう取組の実施を検討している。

○活用事例：教材や課題の共有、講義日程等の配信

小テストやアンケートへの活用

学生への個別連絡ツール

現在の短期大学での取組

を踏まえて、４年制大学

化後のICTを活用した授業

の実施等に繋げていく。
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５.学費(入学検定料･入学料･授業料)について ６.奨学金について

① 全国の公立大学における学費(入学検定料・入学料・授業料)については、｢国立大学等の授業料その他の

費用に関する省令｣を参考として金額を設定している｡多くの公立大学で国の標準額と同額の金額を採用し

ているが、入学料については、区域内から入学する学生と、区域外から入学する学生との金額を差別化し

て設定する大学が大勢を占めている。

入学検定料 17,000円

入学料 282,000円

授業料 535,800円

国標準額
(大学)

※ 全国の公立大学（全91校）の状況

・入学検定料…85校が国標準額を採用

・入学料…85校が区域内学生と区域外学生

で金額の差別化を実施

・授業料…81校が国標準額を採用

18,000円

(市内) 84,600円

(市外) 169,200円

390,000円

169,200円

授業料 390,000円

≪参考≫
国標準額
(短大)

看護短大

入学検定料 18,000円

入学料

② 近隣の公立大学(千葉県立保健医療大学･東京都立大学･神奈川県立保健福祉大学･横浜市立大学)において

も、国の省令で定める標準額と同程度の金額設定となっており、入学料も、区域内学生と区域外学生で金

額の差別化を行っている。

17,000円 17,000円 17,000円 17,000円 22,000円

(域内) 282,000円 141,000円 282,000円 141,000円

(域外) 423,000円 282,000円 564,000円 282,000円

535,800円 535,800円 520,800円 535,800円 557,400円

入学検定料

入学料 282,000円

千葉県立
保健医療大学

東京都立大学
神奈川県立
保健福祉大学

横浜市立大学国標準額
(大学)

授業料

７.研究費について

大学設置認可申請に向けた検討状況について（学費・奨学金・研究費）

現状

③ 大学運営にあたり現行短大や他公立大学においても一般財源が投入されていることから、学費の検討

をする上で、他の看護系公立大学及び近隣公立大学における一般財源投入割合も考慮する必要がある。

入学検定料【案】

全国の公立大学85校、近隣公立大学３校が

国標準額を採用していることから、

看護大学においても、国標準額(17,000円)

を採用する方向で検討

入学料【案】

全国の公立大学85校、近隣公立大学すべてで

区域内学生と区域外学生の金額設定の差別化

を行っていることから、

市内から入学する学生を優遇し､かつ市外

からも優秀な学生を確保するため、

市内141,000円・市外282,000円(国標準額)

を採用する方向で検討

授業料【案】
全国の看護系公立大学及び近隣公立大学と

同程度の７割程度の一般財源投入割合見込

となる国標準額(535,800円)を採用する

方向で検討

全国の公立大学81校、近隣公立大学２校が

国標準額を採用しており、大学運営におけ

る収入源の大半を占めることから、

県看護師等修学資金貸付金(一般) 実質給付型 1.7 4

日本学生支援機構 給付型奨学金 給付 2～3 4
市看護師等修学資金 実質給付型 3.2 13

2～5.1 48
日本学生支援機構 第2種奨学金 有利息貸与 2～12 31

看護短期大学奨学金 無利息貸与 3.6 8

名称 種別
貸与月額
(万円)

件数

日本学生支援機構 第1種奨学金 無利息貸与

令和元(平成31)年度主な奨学金受給状況(全学年計)

◎ 併給を除くと､全学生(254名)中114名

(44.9%)の学生が奨学金を利用。

◎ １人あたりの受給額は､

平均 45,430円(月額)

545,160円(年額)

最高額 131,000円(月額)

1,572,000円(年額)

現状

○実質給付型(返還免除規定あり)の市看護師等修学資金は、例年募集定員を上回る希望者がある。

(例:令和元年度市修学資金新規第一希望者14人⇒採用者5名)

○高等教育の修学支援新制度により､経済的に困難な学生に対してのサポートが拡充される｡

近隣公立大学には少ない大学独自の奨学金制度で優秀な学生を確保するとともに、地域包括ケアシステム

の担い手となる看護師等の市内就職・定着につなげることを目的とした制度とする方向で検討を進める。

新たな奨学金制度の方向性

無利息貸与型奨学金【案】
【対象者】

２年次の学生で成績が優秀かつ卒業後に市内の医療

機関・社会福祉施設等で、看護師又は保健師として

就職しようとする者(３･４年生各10名程度)

【貸与金額】 月額 50,000円

【備考】医療機関等に一定期間従事することで､貸与額を免除

【対象者】

卒業後､市内の医療機関･社会福祉施設等で､看護師又は

保健師として就職しようとする者(各学年10名程度）

【貸与金額】 月額 10,000～50,000円(選択制)

【備考】就職先が市内医療機関等でなかった場合は、一括返

済や有利子貸与等へ変更

教　授 550,000円 417,355円 569,249円
准教授 450,000円 379,105円 453,173円
講　師 400,000円 356,355円 390,215円
助　教 300,000円 337,355円 303,550円

職位
看護短大
H30実績

近隣4大
平均

全国看護系
公立大平均

◎ 教員確保と、４年制大学における更なる研究活動

の活性化が必要

◎ 近隣公立大学及び全国の看護系公立大学の状況も

勘案した適正な交付額の設定

◎ 平成29年度に発生した不祥事を踏まえた適正な執

行管理を担保する仕組みづくり

他の公立大学と比べても差のない平成30年度の実績ベースの金額を採用する方向で検討

研究活動の推進 適正な執行管理

● 講義･実習や地域との連携に加え、研究活動の

推進に向け､｢１か月単位の変形労働時間制」

の導入など､より教員の実態に即した勤務環境

の整備を検討

● 研究環境の充実に向けた文献検索サービス

の導入を検討

● 適正な執行管理を担保する仕組みづくり

・事務局における金銭出納や契約事務執行の検討

・適正な研究費執行となるよう学内研修の実施

・研究活動結果の成果公表と商業誌への論文掲載

や学会発表実績などによる業績評価

国において､｢国立大学法人の戦略的経営実現に向けた検討会議(令和２年２月21日第１回開催)｣

が設置され､国立大学法人の経営基盤強化のため､授業料の自由化等についての検討が開始

国における検討経過及び近隣公立大学の状況を注視していく。

実質給付型奨学金【案】

川崎市立看護大学特待生制度【案】

【対象者】

高校３年生で、入試において

成績優秀な者(５名程度)

【特待内容】

入学料及び２年間の授業料免除

それぞれを担保するための研究内容の審査等を行う会議体の設置や教員の管理職のあり方について検討
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資料２

大学開学に向けた主なスケジュール

区　分
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

4月 4月7月 10月

教員確保

1月 4月7月 10月1月 4月 7月

大 学 設 置
手 続 き

教育課程

7月 10月1月

人 事
服 務
勤務条件

入 学 料
授 業 料
奨 学 金

学生確保

施設整備

そ の 他

地域連携に向けた検討、調整

諸規定の整備、調整

入試制度の検討

採用､給与､服務･

勤務時間制度の検討
諸規定の整備、調整

整備方針の検討 改修工事の設計

システム、備品、図書等の準備、調達

申請補正対応

文科省との事前相談･協議を踏まえた調整

原案の策定

認可前広報･ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ･進路説明会･高校訪問等

開学広報･学生募集･入試実施

認可申請に向けた精査

川崎市立看護短期大学の運営（令和４年度入学生の募集中止）

大学設置準備委員会・新大学看護教育検討委員会

教員採用に関する広報

教員公募・選考

大
学
設
置
認
可

大

学

開

学

入学料・授業料・奨学金制度・修学資金貸付制度の検討

施設改修工事

条例制定
高等教育無償化の動向

大学設置

条例制定
学
長
等

予
定
者

条例制定認可申請に向けた精査

学内諸規則等の検討・整備

大学設置認可申請書原案作成

※進捗状況を踏まえ、適宜、議会に報告してまいります。

システム、備品、図書等の検討、準備

看
護
大
学
設
置
準
備
担
当
設
置

大
学
設
置
認
可
申
請
書
の
提
出

看
護
師
学
校
指
定
申
請
書
の
提
出
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カリキュラムマップ（案） 126 資料３
卒業要件 136単位：必修128 及び 選択8単位以上（人間理解の基礎2単位以上+語学2単位以上＋専門基礎2単位以上＋看護専門2単位以上）
保健師科目を選択した場合 157単位 卒業要件136単位 及び 選択 21単位（人間理解の基礎+2単位、専門基礎科目＋4単位、看護専門科目位以上＋15単位以上）

保健師 選択科目

看護師 保健師 必修 選択 受験資格要件 選択単位数 前期 ｈ 後期 ｈ 前期 ｈ 後期 ｈ 前期 ｈ 後期 ｈ 前期 ｈ 後期 ｈ
論理的思考の基礎（2） 30 情報処理Ⅱ（1） 30
情報処理Ⅰ（１） 30 経済学（2） 30
総合講義（1） 15 サービスラーニング論（2） 30 日本国憲法と法（2）＊ 30 比較文化学（2） 30
川崎市の文化と科学（1） 15 教育学（2） 30
生涯発達論（2） 30 臨床心理学（2） 30 キャリア論（２） 30 音楽（2） 30
生活と人間工学（2） 30
健康科学Ⅰ（1） 15  健康科学Ⅱ（1） 30

英語Ⅲ（1） 2年前期 30 英語Ⅳ（1）2年後期 30
30 30 医療英語（1）3年前期 30  

中国語Ⅰ（1） 30 中国語Ⅱ（1） 30
人体構造機能学Ⅰ（2） 30 人体構造機能学Ⅲ（2） 30
人体構造機能学Ⅱ（2） 30 人体構造機能学Ⅳ（1） 30

代謝と栄養（2） 30 感染と防御（2） 30 病態生理学Ⅱ（2） 30 病態生理学Ⅳ（2） 30 臨床推論（1） 15
病態生理学Ⅰ（2） 30 病態生理学Ⅲ（2） 30 病態生理学Ⅴ（2） 30  

臨床薬理学（2） 30   
臨床検査学（１） 15

健康支援と
社会保障制度

6 4 4 6 4 公衆衛生学（2）* 30 保健医療福祉行政論（2）* 30
保健医療福祉行政発展（2）＊４
年後期集中 30

在宅医療の実際（1）２年
後期 15

健康現象の疫
学と統計

0 4 2 4 2 疫学・保健統計Ⅰ（2）* 30
疫学・保健統計Ⅱ（2）＊４年後
期集中

30
救急医学の実際（1）２年
後期

15

看護学原論（2） 30 看護倫理学Ⅰ（1） 15 基礎看護学Ⅲ（2） 60 看護倫理学Ⅱ（1）* 15
看護コミュニケーション論
Ⅰ（1）

15 基礎看護学Ⅳ（2） 30

基礎看護学Ⅰ（2） 30 基礎看護学Ⅴ（2） 60

基礎看護学Ⅱ（2） 60 看護コミュニケーション論Ⅱ（１）
４年前期集中

30

地域・在宅看護論（２） 30 地域・在宅看護学方法論（2） 30 地域・在宅看護学演習（1） 30
地域包括ケア実践Ⅱ（継続看護）
（1）*

30

成人看護学概論（1） 15 成人看護学方法論Ⅰ（2） 30 成人看護学演習（1） 30
成人看護学方法論Ⅱ（2） 30

老年看護学概論（1） 15 老年看護学方法論（2） 30 老年看護学演習Ⅰ（1） 30

老年看護学演習Ⅱ（認知症ケア）（1）30
小児看護学概論（1） 15 小児看護学方法論（2） 30

小児看護学演習（1） 30
 性看護学概論（1） 15  性看護学 法論（2） 30

 性看護学演習（1） 30
精神看護学概論（1） 15
精神看護学方法論（2） 30 精神看護学演習（1） 30

保健指導・健康教育論＊（1） 15  災害看護学Ⅱ（1）＊ 4年前期集中 15
遺伝看護（１）＊３年前
期

15

地域包括ケア実践Ⅰ（多職種
協働）（1）＊

30
看護マネジメント論(1)
４年前期集中

15 国際看護論（1）4年前期集中 15
家族看護学（１）＊２年
後期

15

災害看護学Ⅰ（1）＊ 15 看護研究法概説（１） 30 看護研究Ⅰ（1） 30 看護研究Ⅱ（１） 30
統合看護演習（１）4年生
後期集中講義

30

公衆衛生看護学概論（1）＊ 15 公衆衛生看護学方法論（2）＊ 30 公衆衛生看護学ゼミ（2）＊ 30
公衆衛生看護学対象論Ⅰ（2）
＊

30
コミュニティ・アセスメント論
（2）＊

30

公衆衛生看護学対象論Ⅱ（2）＊ 30

基礎看護学実習Ⅰ（1） 45 基礎看護学実習Ⅱ（2） 90
成人・老年看護学実習Ⅰ（慢
性期）（2）

90 在宅看護学実習（2） 90 多職種連携実習（１） 4年前期 45

発達と暮らしの実習（幼児と
高齢者の生活）（１）

45 成人・老年看護学実習Ⅱ（急
性期）（2）

90 地域包括ケア実習（2） 90
老年看護学実習Ⅱ（認知症ケア）
（選択）（１） 4年前期

45

成人・老年看護学実習Ⅲ（セ
ルフケア支援：外来）（1）

45
看護マネジメント実習
（1）

45
成人・老年看護学実習Ⅳ（緩和）
（選択）2） 4年前期

90

老年看護学実習Ⅰ（リハビリ
テーション看護）（1）

45
公衆衛生看護学実習Ⅱ
（2）＊

90

小児看護学実習Ⅰ（1） 45
公衆衛生看護学実習Ⅲ
（1）＊

45

小児看護学実習Ⅱ（1） 45
公衆衛生看護学実習Ⅳ
（1）＊

45

 性看護学実習Ⅰ（1） 45
 性看護学実習Ⅱ（1） 45
精神看護学実習（2） 90
公衆衛生看護学実習Ⅰ（２）
＊

90

各期の単位数・時間数 102 13 126 7 33 19 315 23 435 23 495 23 375 20（６） 420 1４（２） 630 11（５） 450 5（２） 90
看護師課程 必修の実習
看護師課程 選択の実習

選択実習（3科目から2単位以上を履修する）
＊は保健師国家試験受験資格に該当する科目である。
保健師履修コースの選抜は2年生の後期に実施する予定である
＊ 保健師履修コースの学生のみが履修できる科目

専
門
基
礎

公衆衛生
看護学

0

臨
地
実
習

23 0

精神看護学 4 0

看護の統合と
実践

8 5

0

0

5

 性看護学 4 00

0

1

地域・在宅
看護論

6 0

成人看護学 6 0

0

4

11

6

11

6

専
門

基礎看護学 15

老年看護学 4

0

4

0

23

6

4

4小児看護学

人
間
理
解
の
基
礎

科学的思考の
基盤

3 3

環境と社会 4 6

人間の理解 9 5

語学 2 51

0

人体の構造と
機能

9 0

卒業要件指定規則

0

0
疾病の成り立
ちと回復の促

進
0

0

2

14

19

16

１年 ２年 ３年 ４年 １ ４年次
履修可能科目（選択科目）

0

英語Ⅱ（1）

2

＊3

2

0

6

0

英語Ⅰ（1）

4

4

0

0

0

5
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